
○個々の大学の枠を越えて、研究設備や資料・データ等を全国の研究者が活用して、共同研究を行うシステムは、我が国の学術研究の発展に
これまで大きく貢献。

○こうした共同研究システムは、従来、国立大学の附置研究所や研究センター、大学共同利用機関等を中心に推進されてきたが、我が国全体
の学術研究の更なる発展を図るには、国公私立大学を問わず大学の研究ポテンシャルを活用して、研究者が共同で研究を行う体制を整備す
ることが重要。

○このため、平成２０年７月に、学校教育法施行規則の改正等により、国公私立大学を通じたシステムとして、新たに文部科学大臣が大学の
附置研究所等を共同研究の拠点として認定する制度（共同利用・共同研究拠点）を創設。
※学校教育法施行規則第143条の3（大学には、学校教育法第九十六条の規定により大学に附置される研究施設として、大学の教員その
他の者で当該研究施設の目的たる研究と同一の分野の研究に従事する者に利用させるものを置くことができる。）

※共同利用・共同研究拠点の認定等に関する規程（平成20年文部科学省告示第133号）

創設の趣旨等

我が国の学術研究の基盤強化と新たな学術研究の展開本制度の創設

当該研究分野の
研究者コミュニ
ティから、拠点
化の要望

国公私立大学

○○研究所 要望

学長が
申請

拠点として認定

科学技術・学術審議会
学術分科会

研究環境基盤部会

文部科学大臣

専門的意見を
聴取

研究者コミュニティ

制度の概念
・国立大学の全国共同利用型の附置研究所等において行われてきた共同研
究のシステムを、公私立大学にも拡大。

・これまで全国共同利用型の附置研究所等は、一分野につき一拠点の設置
を原則としてきたが、分野の特性に応じて複数設置することも可能に。

・従来の全国共同利用型の附置研究所等は、単独の組織単位で認められて
きたが、複数の研究所から構成されるネットワーク型の拠点形成も可能に。

・学校教育法施行規則第143条の3において、拠点の制度的位置付けを明確化。

研究者コミュニティ

ネットワーク型

同一分野に複数拠点

Ｂ大学
研究所

Ｃ大学
研究所

【Ａ研究分野】

Ｂ大学
研究所

Ａ大学
研究所

（中核機関）

Ｃ大学
研究所

制度の特徴

○国立大学法人の附置研究所・研究施設の制度的位置付け

第１期：旧国立学校設置法施行令に規定されていた附置研究所を教育研究上の基本組織として、国立大学法人の中期目標別表に位置付け
第２期：共同利用・共同研究拠点に認定された附置研究所・研究施設を、教育研究上の基本組織として、国立大学法人の中期目標別表に位置付け

関連分野の中核的な研究機関としての意義・役割～制度の創設～
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共同利用・共同研究拠点の現状について

資料３－１
科学技術・学術審議会 学術分科会 研究環境基盤部会

共同利用・共同研究拠点に関する作業部会（第７期-第４回）
Ｈ26.3.20

（研究環境基盤部会（第６０回）資料５－２）



・北海道大学
低温科学研究所
電子科学研究所○
遺伝子病制御研究所

・東北大学
金属材料研究所
加齢医学研究所
流体科学研究所
電気通信研究所
多元物質科学研究所○

・群馬大学
生体調節研究所

・東京大学
医科学研究所
地震研究所
東洋文化研究所附属
東洋学研究情報ｾﾝﾀ-
社会科学研究所附属
社会調査・ﾃﾞｰﾀｱｰｶｲﾌﾞ
研究ｾﾝﾀｰ
史料編纂所
宇宙線研究所
物性研究所
大気海洋研究所

・東京医科歯科大学
難治疾患研究所

・東京外国語大学
ｱｼﾞｱ･ｱﾌﾘｶ言語文化研究所

・東京工業大学
資源化学研究所○
応用ｾﾗﾐｯｸｽ研究所

・一橋大学
経済研究所

・新潟大学
脳研究所

・富山大学
和漢医薬学総合研究所

・北海道大学
触媒化学研究ｾﾝﾀｰ
ｽﾗﾌﾞ研究ｾﾝﾀｰ
人獣共通感染症ﾘｻｰﾁｾﾝﾀｰ
情報基盤ｾﾝﾀｰ◇

・帯広畜産大学
原虫病研究ｾﾝﾀｰ

・東北大学
電子光理学研究ｾﾝﾀｰ
ｻｲﾊﾞｰｻｲｴﾝｽｾﾝﾀｰ◇

・筑波大学
計算科学研究ｾﾝﾀｰ
遺伝子実験ｾﾝﾀｰ
下田臨海実験ｾﾝﾀｰ△

・千葉大学
環境ﾘﾓｰﾄｾﾝｼﾝｸﾞ研究ｾﾝﾀｰ
真菌医学研究ｾﾝﾀｰ

・東京大学
素粒子物理国際研究ｾﾝﾀｰ
空間情報科学研究ｾﾝﾀｰ
海洋基礎生物学

研究推進ｾﾝﾀｰ△
情報基盤ｾﾝﾀｰ◇

・東京工業大学
学術国際情報ｾﾝﾀｰ◇

・名古屋大学
地球水循環研究ｾﾝﾀｰ
情報基盤ｾﾝﾀｰ◇

・京都大学
生態学研究ｾﾝﾀｰ
放射線生物研究ｾﾝﾀｰ
野生動物研究ｾﾝﾀｰ
地域研究総合情報ｾﾝﾀｰ
学術情報ﾒﾃﾞｨｱｾﾝﾀｰ◇

・大阪大学
核物理研究ｾﾝﾀｰ
ﾚｰｻﾞｰｴﾈﾙｷﾞｰ学研究ｾﾝﾀｰ
ｻｲﾊﾞｰﾒﾃﾞｨｱｾﾝﾀｰ◇

・鳥取大学
乾燥地研究ｾﾝﾀｰ

・岡山大学
地球物質科学研究ｾﾝﾀｰ

・広島大学
放射光科学研究ｾﾝﾀｰ

・徳島大学
疾患酵素学研究ｾﾝﾀｰ

・愛媛大学
地球深部ﾀﾞｲﾅﾐｸｽ研究ｾﾝﾀｰ

・高知大学
海洋ｺｱ総合研究ｾﾝﾀｰ

・九州大学
情報基盤研究開発ｾﾝﾀｰ◇

・佐賀大学
海洋ｴﾈﾙｷﾞｰ研究ｾﾝﾀｰ

・熊本大学
発生医学研究所

・琉球大学
熱帯生物圏研究ｾﾝﾀｰ●：共同利用・共同研究拠点の所在地

国立大学29大学77拠点89研究機関

（国立大学の旧政令研究施設60のうち、51研究施設が拠点）

（国立大学の旧省令研究施設362のうち、37研究施設が拠点）

・金沢大学
がん進展制御研究所

・静岡大学
電子工学研究所

・名古屋大学
太陽地球環境研究所

・京都大学
化学研究所
人文科学研究所
再生医科学研究所
ｴﾈﾙｷﾞｰ理工学研究所
生存圏研究所
防災研究所
基礎物理学研究所
ｳｲﾙｽ研究所
経済研究所
数理解析研究所
原子炉実験所
霊長類研究所
東南ｱｼﾞｱ研究所

・大阪大学
微生物病研究所
産業科学研究所○
蛋白質研究所
社会経済研究所
接合科学研究所

・岡山大学
資源植物科学研究所

・広島大学
原爆放射線医科学研究所

・九州大学
生体防御医学研究所
応用力学研究所
先導物質化学研究所○

・長崎大学

熱帯医学研究所

私立大学11大学12拠点12研究機関

・東京理科大学
総合研究機構火災科学研究ｾﾝﾀｰ

・東京工芸大学
風工学研究ｾﾝﾀｰ☆

・東京農業大学
生物資源ｹﾞﾉﾑ解析ｾﾝﾀｰ☆

・文化学園大学
文化ﾌｧｯｼｮﾝ研究機構

・早稲田大学
ｲｽﾗｰﾑ地域研究機構
坪内博士記念演劇博物館☆

・法政大学
野上記念法政大学能楽研究所☆

・神奈川大学
日本常民文化研究所☆

・愛知大学
三遠南信地域連携研究ｾﾝﾀｰ☆

・京都造形芸術大学
舞台芸術研究ｾﾝﾀｰ☆

・大阪商業大学
JGSS研究ｾﾝﾀｰ

・関西大学
ｿｼｵﾈｯﾄﾜｰｸ戦略研究機構

ﾈｯﾄﾜｰｸ型拠点
物質・ﾃﾞﾊﾞｲｽ領域共同研究拠点
＞「○」の付いた５研究所
学際大規模情報基盤共同利用・共同研究拠点
＞「◇」の付いた８情報基盤ｾﾝﾀｰ
海洋生物学研究共同推進拠点
＞「△」の付いた２研究ｾﾝﾀｰ

共同利用・共同研究拠点の一覧 平成２５年４月１日現在

「☆」の付いた8研究施設は、「特色ある共同研究拠点の整備の推進事業」により財政措置（平成25年度）

大学 分野 拠点数 大学 分野 拠点数

理・工 36 理・工 2

医・生 30 医・生 2

人・社 11 人・社 9

77 13

41大学90拠点（国立29大学77拠点、公私立12大学13拠点）

計

国立 公私立

計

公立大学１大学１拠点１研究機関
・和歌山県立医科大学
みらい医療推進ｾﾝﾀｰ☆

・九州大学
ﾏｽ・ﾌｫｱ・ｲﾝﾀﾞｽﾄﾘ研究所

（国立大学法人化以降に設置された研究施設）

共同利用・共同研究拠点の整備状況～共同利用・共同研究拠点の一覧 （平成２５年４月現在）～
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共同利用・共同研究拠点の一覧 平成２５年４月１日現在共同利用・共同研究拠点の整備状況～共同利用・共同研究拠点の一覧 （国立大学/理工学系）～

■国立大学/理工学系（大型設備利用型）（１４拠点）
整
理
番
号

大学名 拠点名

01東北大学 電子光理学研究センター 電子光理学研究拠点

02筑波大学 計算科学研究センター 先端学際計算科学共同研究拠点

03東京大学 宇宙線研究所 宇宙線研究拠点

04東京大学 物性研究所 物性科学研究拠点

05東京大学 素粒子物理国際研究センター 最高エネルギー素粒子物理学研究拠点

06京都大学 生存圏研究所 生存圏科学の共同利用・共同研究拠点

07京都大学 原子炉実験所 複合原子力科学拠点

08大阪大学 核物理研究センター サブアトミック科学研究拠点

09大阪大学 レーザーエネルギー学研究セン
ター

レーザーエネルギー学先端研究拠点

10広島大学 放射光科学研究センター 放射光物質物理学研究拠点

11高知大学 海洋コア総合研究センター 地球掘削科学共同利用・共同研究拠点

12九州大学 応用力学研究所 応用力学共同研究拠点

13佐賀大学 海洋エネルギー研究センター 海洋エネルギー創成と応用の先導的共同研究拠点

14 （ネットワー
ク型）

北海道大学（情報基盤センター）

学際大規模情報基盤共同利用・共同研究拠点

東北大学（サイバーサイエンスセ
ンター）

東京大学（情報基盤センター）
【中核機関】

東京工業大学（学術国際情報セ
ンター）

名古屋大学（情報基盤センター）

京都大学（学術情報メディアセン
ター）

大阪大学（サイバーメディアセン
ター）

九州大学（情報基盤研究開発セ
ンター）

■国立大学/理工学系（共同研究型）（２２拠点）

整
理
番
号

大学名 拠点名

15 北海道大学 低温科学研究所 低温科学研究拠点

16 北海道大学 触媒化学研究センター 触媒化学研究拠点

17 東北大学 金属材料研究所 材料科学共同利用・共同研究拠点

18 東北大学 電気通信研究所 情報通信共同研究拠点

19 東北大学 流体科学研究所 流体科学研究拠点

20 千葉大学 環境リモートセンシング研究センター 環境リモートセンシング研究拠点

21 東京大学 地震研究所 地震・火山科学の共同利用・共同研究拠点

22 東京大学 空間情報科学研究センター 空間情報科学研究拠点

23 東京工業大学 応用セラミックス研究所 先端無機材料共同研究拠点

24 静岡大学 電子工学研究所 イメージングデバイス研究拠点

25 名古屋大学 太陽地球環境研究所 太陽地球環境共同研究拠点

26 名古屋大学 地球水循環研究センター 地球水循環研究拠点

27 京都大学 防災研究所
自然災害に関する総合防災学の共同利用・共
同研究拠点

28 京都大学 基礎物理学研究所 理論物理学研究拠点

29 京都大学 数理解析研究所
数学・数理科学の先端的共同利用・共同研究
拠点

30 京都大学 化学研究所
化学関連分野の深化・連携を基軸とする先端・
学際研究拠点

31 京都大学 エネルギー理工学研究所 ゼロエミッションエネルギー研究拠点

32 大阪大学 接合科学研究所 接合科学共同利用・共同研究拠点

33 岡山大学 地球物質科学研究センター 地球・惑星物質科学研究拠点

34 愛媛大学 地球深部ダイナミクス研究センター 先進超高圧科学研究拠点

35 九州大学 マス・フォア・インダストリ研究所 産業数学の先進的・基礎的共同研究拠点

36 （ネットワーク型）

北海道大学（電子科学研究所）

物質・デバイス領域共同研究拠点

東北大学（多元物質科学研究所）

東京工業大学（資源化学研究所）

大阪大学（産業科学研究所）【中核機
関】

九州大学（先導物質化学研究所）
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平成２５年４月１日現在



■国立大学/人文・社会科学系（１１拠点）
整理
番号

大学名 拠点名

67 北海道大学 スラブ研究センター スラブ・ユーラシア地域研究にかかわる拠点

68 東京大学 史料編纂所 日本史史料の研究資源化に関する研究拠点

69 東京大学
東洋文化研究所附属東洋学研究情報
センター

アジア研究・情報開発拠点

70 東京大学
社会科学研究所附属社会調査・データ
アーカイブ研究センター

社会調査・データアーカイブ共同利用・共同研究拠
点

71 東京外国語大学 アジア・アフリカ言語文化研究所
アジア・アフリカの言語文化に関する国際的研究拠
点

72 一橋大学 経済研究所 「日本および世界経済の高度実証分析」拠点

73 京都大学 人文科学研究所 人文学諸領域の複合的共同研究国際拠点

74 京都大学 経済研究所 先端経済理論の国際的共同研究拠点

75 京都大学 東南アジア研究所 東南アジア研究の国際共同研究拠点

76 京都大学 地域研究統合情報センター
地域情報資源の共有化と相関型地域研究の推進
拠点

77 大阪大学 社会経済研究所 行動経済学研究拠点

共同利用・共同研究拠点の一覧
■国立大学/医学・生物学系（医学系）（１８拠点）

整理
番号

大学名 拠点名

37 北海道大学 遺伝子病制御研究所
細菌やウイルスの持続性感染により発生する感
染癌の先端的研究拠点

38 北海道大学 人獣共通感染症リサーチセンター 人獣共通感染症研究拠点

39 東北大学 加齢医学研究所 加齢医学研究拠点

40 群馬大学 生体調節研究所 内分泌・代謝学共同研究拠点

41 千葉大学 真菌医学研究センター 真菌感染症研究拠点

42 東京大学 医科学研究所
基礎･応用医科学の推進と先端医療の実現を目
指した医科学共同研究拠点

43 東京医科歯科大
学

難治疾患研究所 難治疾患共同研究拠点

44 新潟大学 脳研究所
脳神経病理標本資源活用の先端的共同研究拠
点

45 富山大学 和漢医薬学総合研究所 和漢薬の科学基盤形成拠点

46 金沢大学 がん進展制御研究所
がんの転移・薬剤耐性に関わる先導的共同研究
拠点

47 京都大学 再生医科学研究所 再生医学・再生医療の先端融合的共同研究拠点

48 京都大学 ウイルス研究所
ウイルス感染症・生命科学先端融合的共同研究
拠点

49 大阪大学 微生物病研究所 微生物病共同研究拠点

50 広島大学 原爆放射線医科学研究所 放射線影響・医科学研究拠点

51 徳島大学 疾患酵素学研究センター 酵素学研究拠点

52 九州大学 生体防御医学研究所 多階層生体防御システム研究拠点

53 長崎大学 熱帯医学研究所 熱帯医学研究拠点

54 熊本大学 発生医学研究所 発生医学の共同研究拠点

■国立大学/医学・生物学系（生物学系）（１２拠点）

整理
番号

大学名 拠点名

55 帯広畜産大学 原虫病研究センター 原虫病制圧に向けた国際的共同研究拠点

56 筑波大学 遺伝子実験センター 形質転換植物デザイン研究拠点

57 東京大学 大気海洋研究所 大気海洋研究拠点

58 京都大学 霊長類研究所 霊長類学総合研究拠点

59 京都大学 生態学研究センター
生態学・生物多様性科学の先端的共同利
用・共同研究拠点

60 京都大学 放射線生物研究センター 放射線生物学の研究推進拠点

61 京都大学 野生動物研究センター
絶滅の危機に瀕する野生動物（大型哺乳類
等）の保全に関する研究拠点

62 大阪大学 蛋白質研究所 蛋白質研究共同利用・共同研究拠点

63 鳥取大学 乾燥地研究センター 乾燥地科学拠点

64 岡山大学 資源植物科学研究所 植物遺伝資源・ストレス科学研究拠点

65 琉球大学 熱帯生物圏研究センター
熱帯生物圏における先端的環境生命科学共
同研究拠点

66 （ネットワーク型）

筑波大学（下田臨海実験センター）
【中核機関】

海洋生物学研究共同推進拠点
東京大学（海洋基礎生物学研究推進
センター）

4

平成２５年４月１日現在

共同利用・共同研究拠点の整備状況～共同利用・共同研究拠点の一覧 （国立大学/医学・生物学系、人文・社会科学系、公私立大学）～

■公私立大学（１１拠点）
大学名 拠点名

和歌山県立医科大学 みらい医療推進センター 障害者スポーツ医科学研究拠点

東京工芸大学 風工学研究センター 風工学研究拠点

東京農業大学 生物資源ゲノム解析センター 生物資源ゲノム解析拠点

東京理科大学 総合研究機構火災科学研究センター 火災安全科学研究拠点

文化学園大学 文化ファッション研究機構 服飾文化共同研究拠点

法政大学 野上記念法政大学能楽研究所 能楽の国際・学際的研究拠点

早稲田大学 イスラーム地域研究機構 イスラーム地域研究拠点

坪内博士記念演劇博物館 演劇映像学連携研究拠点

神奈川大学 日本常民文化研究所 国際常民文化研究拠点

愛知大学 三遠南信地域連携センター 越境地域政策研究拠点

京都造形芸術大学 舞台芸術研究センター 舞台芸術作品の創造・受容のため
の領域横断的・実践的研究拠点



【一分野一拠点の原則の見直しと柔軟な形態の拠点整備】

（事例１）数学分野において、以下の２研究機関の特色を活かした役割
分担のもとで拠点に認定。

［数学・数理科学の先端的共同利用・共同研究拠点］
（京都大学数理解析研究所）
自然科学や社会科学の諸分野で提起される問題の数学的取扱など、広く
他分野における応用に資すための研究を推進

［産業数学の先進的・基礎的共同研究拠点］
（九州大学マス・フォア・インダストリ研究所）
純粋・応用数学を流動性・汎用性をもつ形に融合再編しつつ産業界から
の要請に応えるべく、数学の産業応用、及びその学理研究を推進

（事例２）以下の２研究機関においては、その一部を拠点として認定。

［社会調査・データアーカイブ共同利用・共同研究拠点］
東京大学 社会科学研究所 附属社会調査・ﾃﾞｰﾀｱｰｶｲﾌﾞ研究ｾﾝﾀｰ

［アジア研究・情報開発拠点］
東京大学 東洋文化研究所 附属東洋学研究情報ｾﾝﾀｰ

【ネットワーク型の拠点の形成】

（事例）以下の３拠点をネットワーク型として認定。

［物質・デバイス領域共同研究拠点］
電子科学研（北海道）、多元物質科学研（東北）、資源化学研
（東京工業）、産業科学研（大阪）、先導物質化学研（九州）

［学際大規模情報基盤共同利用・共同研究拠点］
情報基盤Ｃ（北海道）、サイバーサイエンスＣ（東北）、
学術国際情報Ｃ、（東京工業）、情報基盤Ｃ（東京）、
情報基盤Ｃ（名古屋）、学術情報メディアＣ（京都）、
サイバーメディアＣ（大阪）、情報基盤研究開発Ｃ（九州）

［海洋生物学研究共同推進拠点］
下田臨海実験Ｃ（筑波）、海洋基礎生物学研究推進Ｃ（東京）

※下線を引いた研究機関は、各ネットワーク型拠点の中核機関。

電子研

多元研

資源研

産業研

先導研

○物質・デバイス領域共同
研究拠点を構成する研究機
関の所在地

一分野他拠点とネットワーク型拠点の形成～様々な拠点の在り方～
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【ネットワーク型拠点の特徴的な運営体制】
（物質・デバイス領域共同研究拠点、中核機関：大阪大学産業科学研究所）

【運営委員会の状況推移】
運営委員会等を構成する外部研究者数・海外研究者数の推移
※共同利用・共同研究拠点に認定されている研究機関について確認。

（事例）特徴的な運営体制＆運営体制の強化
（岡山大学地球物質科学研究センター運営・勧告委員会）
委員１０名

うち外部研究者７名
うち海外の研究者３名

（米２、仏１）

拠点本部会議（大阪大産業研）運営委員会

共同研究推進委員会

研究領域部会
　物質創製開発
　物質組織化学
　物質機能化学
　ナノシステム科学
　ナノサイエンス・デバイス

事務局

北海道
電子研
ナノシステム
科学

東北
多元研
物質創製開
発

東京工業
資源研
物質組織化
学

大阪
産業研
ナノサイエン
ス・デバイス

九州
先導研
物質機能化
学

36.45%
(394人)

14.52%
(157人)

48.47%
(524人)

0.56%
(6人) 内部研究者

（共同利用・共同研究拠点内）

内部研究者

（大学内）

外部研究者

海外研究者

共同利用・共同研究拠点の運営体制～運営体制の在り方～

【運営委員会の状況】
運営委員会等の委員に占める外部研究者・海外研究者の割合

（平成25年６月末）

合計：1,080人
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内部研究者

（共同利用・

共同研究拠

点内）

内部研究者

（大学内）

外部研究者 海外研究者 合計

H22 341 168 460 5 974
H24 394 157 524 6 1081

47.74%

49.03%



【技術職員の人数（平均）の推移】
平成20年～24年について確認。
対象機関数にて平均値を算出。

【共同利用・共同研究の公募・採択状況】
規程第３条第５項において、拠点認定の基準として以下の要件を明記。
第３条

５ 共同利用・共同研究の課題等を広く全国の関連研究者から募集
し、関連研究者その他の申請施設の職員以外の者の委員の数が
委員の総数の２分の１以上である組織の議を経て採択を行って
いること。

採択件数の推移〔単位：件〕

0

5

10

15

20

25

30

H20 H21 H22 H23 H24

15 15
19

27
25

共同利用・共同研究拠点の公募と参加する研究者への支援～現況データより～

【共同利用・共同研究に参加する研究者への支援】
（事例）特徴的な事務職員及び技術職員の整備

（北海道大学北キャンパス合同事務部）
共同利用・共同研究拠点である電子科学研究所や触媒化学
研究センター等の事務を一元的に担当し、拠点活動に係る
事務の効率化を実現。

7※機関数 平成15年度～平成21年度：全国共同利用施設として位置付けられた附置研究所・研究センターの合計
平成22年度～平成24年度：文部科学大臣認定を受けた共同利用・共同研究拠点の合計

2,192 1,876 
2,319 2,702 2,821 2,933 3,217 

4,088 4,365 
4,851 496 

452 
474 

482 487 511 
537 

1,235 

1,427 

1,547 

28 
28 

29 
39 51 44 

52 

165 
172 

155 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24

理学・工学 医学・生物学 人文学・社会科学

1拠点当たり
の平均件数 75 64 64              67             67              71             78               78             81      89   
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共同利用・共同研究拠点における研究活動状況～現況データより～

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

論文数 うち国際学

術誌に掲載

された論文

数

論文数 うち国際学

術誌に掲載

された論文

数

論文数 うち国際学

術誌に掲載

された論文

数

H22年度（70拠点） H23年度（74拠点） H24年度（74拠点）

理学・工学

医学・生物学

人文学・社会

科学

【共同利用・共同研究拠点における論文数推移】

95 
105 

115 

57 66 65 

0
20
40
60
80

100
120
140

H22年度（70拠点） H23年度（74拠点） H24年度（74拠点）

論文数

うち国際論文数

【一拠点あたり（平均）の論文数推移】

【国立大学全体との比較】
H21～H23平均値について比較。

81.96%

6.69%

11.35%

国立大学

（共同利用・共同研究拠点以外）

うち国内論文

うち海外論文

共同利用・共同研究拠点分
18.04％

※本データは、『共同利用・共同拠点』については、共同利用・共同研究拠点実施状況報告書（対
象：国立大学の共同利用・共同研究拠点）及び研究活動等状況調査、『国立大学法人全体』につ
いては、科学技術政策研究所「科学研究のベンチマーキング２０１２」及び財務省「予算執行調
査資料総括調査票」を元に作成。

96.80%

3.20%

国立大学

（共同利用共同研究拠点以外）

共同利用共同研究拠点

（参考）【国立大学全体との研究者数比較】
H21～H23平均値について比較。

※共同利用・共同研究拠点実施状況報告書（対象：国立大学の共同利用・共同研究拠点）を元に作成。



（５）

【人材の流動性】

任期制の導入拠点数の推移〔単位：機関〕

※共同利用・共同研究拠点として認定されている研究機関について確認。
※ネットワーク拠点に属している研究機関については、研究機関毎に集計。

【人材育成】

大学院生等の受入人数（平均）の推移〔単位：人〕

0
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50

60

70

80

H22（70拠点82機関）） H23（74拠点86機関） H24（74拠点89機関）

69機関 70機関 73機関
0

20

40

60

80

100

120

140

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24

109 108 110 115
124

94 100

共同利用・共同研究拠点における人材の流動性と人材育成～現況データより～

（事例）学部・研究科等との教育上の特徴的な連携・協力に係る取組

（千葉大学真菌医学研究センター）
平成21～24年度の期間、若手研究者の海外での研究活動を支援
すべく、「慢性疾患の革新的包括マネジメント実現へ向けた国
際的医薬看研究者育成プログラム」を設立。

（広島大学原爆放射線医科学研究所）
平成25年度より、放射線医科学専門プログラムを設立し、放射
線医科学研究所と放射線影響研究所を連携大学院として、オー
ルジャパンの教育体制を整備。

9

※機関数 平成18年度～平成21年度：全国共同利用施設として位置付けられた附置研究所・研究センターの合計
平成22年度～平成24年度：文部科学大臣認定を受けた共同利用・共同研究拠点の合計



（６）

【国際的な視点】

共・共による外国人研究者の受入人数の推移〔単位：人〕

【情報提供・研究成果の発信】

シンポジウムやセミナーなどの実施件数（平均）の推移
〔単位：件〕

0

5

10

15

20

25

H20 H21 H22 H23 H24

15

19

24

14

25

4 4
3

4 5

国内 国際

2,386 3,166 4,304 

6,575 
6,978 

7,376 

18,191 
18,623 

19,212 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

H22 H23 H24

その他 大学院研究者 外国人研究者

28,767
30,892

8.79%
11.01%

13.93%

27,152

共同利用・共同研究拠点に係る情報提供・研究成果の発信
及び国際的な視点～現況データより～

（事例）情報発信・広報活動に関する特徴的な取組

（名古屋大学太陽地球環境研究所）
専門的知識を子どもたちにわかりやすいようにＱ＆Ａ方式や漫画で
説明する啓蒙冊子「５０のなぜ」や「○○ってなんだ」シリーズを
刊行。

（事例）国際的な視点を持った特徴的な取組

（東京外国語大学アジア・アフリカ言語文化研究所）
中東研究日本センター（レバノン）における臨地国際共同研究の成
果として、9.11テロ等の背景理解に基づく共存・共生の条件を政財
界等に提言

10※機関数 平成20年度～平成21年度：全国共同利用施設として位置付けられた附置研究所・研究センターの合計
平成22年度～平成24年度：文部科学大臣認定を受けた共同利用・共同研究拠点の合計


